
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■新年度から学校給食費も値上げ 
４月１日から消費税率が３％上がることに伴い、食材料購入
に影響が生じないように学校給食費も月額３％程度引き上げ
られます。月額引きき上げ額は小学校低学年で￥120、小学
校中学年と高学年は￥130、中学校は￥140 です。 

東大和市の“今”を伝えたい・・・ 
市議会議員  
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■40ℓゴミ袋 80 円のうち約 60円が実質歳入 

③の『東大和市廃棄物の処理及び再利用に関する条例の
一部を改正する条例』は、家庭系ゴミ有料化に関するも
のです。建設環境委員会では 40ℓのゴミ袋 10 枚で  
800 円とあるが、買いやすいように 5 枚 400 円、バラ
売りなどできないか質問されましたが、市としては当面  
10 枚単位で販売するとのこと。また、40ℓで 80 円とい  
う費用の内、市の歳入は実際いくらになるのかとの問い
には、約 60 円との答弁がありました。また、当初素案
で有料化とされていた「缶、瓶、ペットボトル」につい
ては今回は検討項目に留まりました。その理由は、市民
説明会や自治会からの要望、また、国における拡大生産
者責任の関係もあり検討案件にしたとのこと。この条例
に関しては、反対、賛成双方の討論も行われましたが、
最終的には賛成多数で可決となりました。施行日は 
10 月 1 日で、ゴミ袋の費用（１ℓあたり２円）は条例に
明記されています。ごみの収集方法については、この条
例には明記されていませんが、市としては戸別収集を 
中心にする方向で考えており、これについては、今後、 
検証等が行われる予定となっています。  
…下記のとおり市は、１月中に家庭系廃棄物有料化及び
戸別収集の説明会を開催します。不明な点がある方はも
ちろんですが、特に収集方法については市民の意見など
を踏まえての今後の検証となりますので、ご意見のある
方は、是非、ご参加ください。  
 
■家庭系廃棄物有料化及び戸別収集の説明会  

期 日 時 間 場 所 

1 月 21 日（火） 午前10時～11時30分 清原市民センター 

1 月 22 日（水） 午後2時 ～ 3時 30分 向原市民センター 

1 月 23 日（木） 
午前10時～11時30分 蔵 敷 公 民 館 

午後2時 ～ 3時 30分 狭 山 公 民 館 

1 月 25 日（土） 午前10時～11時30分 市 役 所 会 議 棟 

1 月 28 日（火） 
午前10時～11時30分 奈良橋市民センター 

午後2時 ～ 3時 30分 桜が丘市民センター 

1 月 30 日（木） 午後7時 ～ 8時 30分 南 街 公 民 館 

 

12 月議会定例会で採決された様々な条例により 

家庭系廃棄物有料化など新年度は新制度などが多数スタート 

■さまざまな新制度に関する条例を可決 

…１２月に開催された平成 25 年東大和市議会第４回定
例会では、様々な制度に関する条例が可決されました。
その主なものは以下の３点です。  
 
① 東大和市風致地区条例  

② 東大和市職員の再任用に関する条例  

③ 東大和市廃棄物の処理及び再利用に関する条例の一
部を改正する条例  

 

これらの条例は、それぞれを担当する議会内の常任委員
会にて審査を行い、その結果報告を受けた後、本会議で
の採決。賛成多数で可決となりました。  
 
…①の『東大和市風致地区条例』については、地方分権
により 10ha 以上の風致地区（当市では廻田風致地区≒
湖畔地域の一部が該当）における条例で定める行為の許
可に関する権限が、東京都から市に移譲されたため、市
として条例を制定する必要があり提案されたものです。
内容は、ほぼ、東京都の条例を引き継いだものですが、
今定例会で可決されたことを受け、４月１日以後は風致
地区の区域の指定や、風致地区内の宅地の造成、木竹の
伐採、建築物その他の工作物の新築や改築、建築物等の  
色彩の変更などの許可については市長が行うことにな 
ります。  
 

■26市で最後に条例化 

…②の『東大和市職員の再任用に関する条例』は、定年
退職者を正規職員と同じ本格的業務に従事する者とし
て雇用するための制度です。当市においては再雇用制度
は存在していますが、その役割は正規職員とは違い補助
的なものとなっていました。  
…再任用制度の目的の一つには「ベテラン職員の知識、
経験、技術などを若い職員に継承する」ことがあります。
また、H25 年 3 月 29 日付に総務副大臣名にて、地方  
公務員の雇用と年金の接続という点で、再任用制度に 
関して未だに条例制定がなされていない地方公共団体 
は速やかに制定を図られたいとの通達も出ていました 
が当市では見送られていました。そこで総務委員会で 
は、なぜ多摩 26 市内で当市だけが見送ってきたのかに  
ついて質問され、その理由について市は「行政改革に取  
り組んでいる最中であり人件費の抑制を行っていたた 
め」と回答。また、懸念される再任用の人数、任用基準、
人件費への影響、新規採用への影響などについては「人
件費が上昇しないように運用したい」「任用は 15 名程
度と考えており、在職時の評価、健康状態、本人の意欲
などを総合的に判断して任用する」「新規採用も必要と
の認識のもとバランスをとっていきたい」との市の考え
が示されました。この条例の施行日は４月１日です。 

 


